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参考資料１ 



「時間外労働の上限規制等について」（建議）（平成29年６月５日労働政策審議会）（抄） 

  

２ 勤務間インターバル 
  勤務間インターバルについては、労働者が十分な生活時間や睡眠時間を確保し、
ワーク・ライフ・バランスを保ちながら働き続けることを可能にする制度であり、その普及
促進を図る必要がある。 

  このため、労働時間設定改善法第２条（事業主等の責務）を改正し、事業主は、前日
の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定期間の休息の確保に努めなければならない
旨の努力義務を課すとともに、その周知徹底を図ることが適当である。その上で、平成
２７年２月１３日の当分科会報告にあるように、同法に基づく指針に、労働者の健康確
保の観点から、新たに「終業時刻及び始業時刻」の項目を設け、「前日の終業時刻及び
翌日の始業時刻の間に一定時間の休息時間を確保すること（勤務間インターバル）は、
労働者の健康確保に資するものであることから、労使で導入に向けた具体的な方策を
検討すること」等を追加することが適当である。 

  



「働き方改革実行計画」（平成29 年3 月28 日 働き方改革実現会議決定）（抄） 

  

  

１．働く人の視点に立った働き方改革の意義 
（２）今後の取組の基本的考え方 

   日本の労働制度と働き方には、労働参加、子育てや介護等との両立、転職・再就職、副業・兼業など様々
な課題があることに加え、労働生産性の向上を阻む諸問題がある。「正規」、「非正規」という２つの働き方の
不合理な処遇の差は、正当な処遇がなされていないという気持ちを「非正規」労働者に起こさせ、頑張ろうとい
う意欲をなくす。これに対し、正規と非正規の理由なき格差を埋めていけば、自分の能力を評価されていると
納得感が生じる。納得感は労働者が働くモチベーションを誘引するインセンティブとして重要であり、それに
よって労働生産性が向上していく。また、長時間労働は、健康の確保だけでなく、仕事と家庭生活との両立を
困難にし、少子化の原因や、女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因になっている。こ
れに対し、長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、女性や高齢者も仕事に就きやすくな
り、労働参加率の向上に結びつく。経営者は、どのように働いてもらうかに関心を高め、単位時間（マンア
ワー）当たりの労働生産性向上につながる。さらに、単線型の日本のキャリアパスでは、ライフステージに合っ
た仕事の仕方を選択しにくい。これに対し、転職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立すれば、
労働者が自分に合った働き方を選択して自らキャリアを設計できるようになり、付加価値の高い産業への転
職・再就職を通じて国全体の生産性の向上にもつながる。 

  働き方改革こそが、労働生産性を改善するための最良の手段である。生産性向上の成果を働く人に分配す
ることで、賃金の上昇、需要の拡大を通じた成長を図る「成長と分配の好循環」が構築される。 

  
（３）本プランの実行 
（ロードマップに基づく長期的かつ継続的な取組） 

   働き方改革の実現に向けては、前述の基本的考え方に基づき、改革のモメンタムを絶やすことなく、長期
的かつ継続的に実行していくことが必要である。働き方改革の基本的な考え方と進め方を示し、その改革実
現の道筋を確実にするため、法制面も含め、その所期の目的達成のための政策手段について検討する。 


